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諮問番号 ： 令和６年度諮問第３号（令和６年９月５日付け） 

答申番号 ： 令和６年度答申第３号（令和７年２月１９日付け） 

 

 

答   申 

 

 

審査請求人○○が令和６年４月２２日付けで提起した処分庁岐阜県○○県事務所

長による生活保護費用徴収決定処分（令和○年○○月○○日付け○第○○号。以下

「本件処分」という。）に係る審査請求（以下「本件審査請求」という。）について、

審査庁岐阜県知事（以下「審査庁」という。）から諮問があったので、次のとおり答

申する。 

 

第１ 審査会の結論 

本件処分のうち、費用徴収額が○○○○○円を超える部分は取り消されるべき

であり、その余の部分に係る本件審査請求は棄却されるべきであるとする審査庁

の判断は、妥当である。 

 

第２ 事案の概要 

本件審査請求は、審査請求人が、処分庁から、審査請求人名義の普通預金口座

又は通常貯金口座になされた下表に記載の各入金について処分庁に申告をせず、

生活保護費を不正に受給していたことを理由に、生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号。以下「法」という。）第７８条の規定に基づき○○○○○円を徴収す

る旨の本件処分を受けたところ、本件処分の一部について不服があるとして、当

該部分の取消しを求めて提起した事案である。                              

入金日 振込（送金）名義人 入金額 

令和○年○○月○○日 ○○○○○ ○○○○○円 

令和○年○○月○○日 ○○○○○ ○○○○○円 

令和○年○○月○○日 ○○○○○ ○○○○○円 

令和○年○○月○○日 ○○○○○ ○○○○○円 

令和○年○○月○○日 ○○○○○ ○○○○○円 

令和○年○○月○○日 ○○○○○ ○○○○○円 
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以下、審査請求人が、令和○年○○月○○日に「○○○○○」から受けた○○

○○○円の入金を「本件入金１」と、令和○年○○月○○日に「○○○○○」か

ら受けた○○○○○円の入金を「本件入金２」と、令和○年○○月○○日に「○

○○○○」から受けた○○○○○円の入金を「本件入金３」と、令和○年○○月

○○日に「○○○○○」から受けた○○○○○円の入金を「本件入金４」と、令

和○年○○月○○日に「○○○○○」から受けた○○○○○円の入金を「本件入

金５」と、令和○年○○月○○日に「○○○○○」から受けた○○○○○円の入

金を「本件入金６」という。 

 

第３ 審査請求人の主張の要旨 

審査請求人は、おおむね次のように主張し、本件処分のうち次の各号に掲げる

入金はどちらも収入ではないため不正受給をしていないとして、当該入金に係る

部分の取消しを求めている。 

 １ 本件入金１及び本件入金６について 

いずれも借入金であり、借入金は税理士の作成する帳簿においても負債であり、

収益を得るものではないため、収入とみなされるのはおかしい。 

２ 本件入金５について 

支払い過ぎた○○代が返却されたものであり、これも収入としてみなされるの

はおかしい。 

 

第４ 審理員意見書の要旨 

審理員意見書には、本件処分のうち、費用徴収額が○○○○○円を超える部分

は、本件審査請求に理由があることから、行政不服審査法（平成２６年法律第６

８号）第４６条第１項の規定により取り消されるべきであり、その余の部分に係

る本件審査請求については、理由がないことから、同法第４５条第２項の規定に

より棄却されるべきである旨記載されており、その理由はおおむね次のとおりで

ある。 

本件入金１から本件入金６までの各入金（合計○○○○○円｡以下「本件各入金」

という。）は、審査請求人の口座に入った時点で審査請求人の活用可能な資産が

増加しており、法第６１条の規定により届出又は申告すべき収入に該当する。 

このうち、本件入金１から本件入金５までの各入金（合計○○○○○円）は、

「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについて」（平成２４年７月
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２３日付け社援保発０７２３第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知。以下

「費用返還等取扱通知」という。）の３④に（本件入金１は加えて費用返還等取

扱通知３③にも）該当するから、本件処分のうちこれら各入金に係る部分に違法

又は不当な点はない。 

一方、本件入金６（○○○○○円）は、費用返還等取扱通知の３①から④まで

のいずれにも該当せず、かつ、消極的に本来申告すべき財産を隠匿したともいえ

ないから、本件処分のうちこの入金に係る部分は要件を欠き違法である。 

 

第５ 審査庁の説明の要旨 

当審査会に対する審査庁の説明の要旨は、おおむね次のとおりである。 

１ 審理員による審理手続は適正であったこと。 

２ 審理員による事実認定及び法令解釈は、妥当であると考えられること。 

３ よって、審理員の判断と同様、本件審査請求は棄却するのが相当であること。 

 

第６ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

 

第７ 審査会による調査の結果 

当審査会は、行政不服審査法第８１条第３項において準用する同法第７４条の

規定に基づき、岐阜県知事に対し調査を行った。その内容及び結果は、次のとお

りである。 

１ 調査内容 

   本件入金５は、審査請求人が支払った○○料金が還付されたものか。 

 ２ 調査結果 

審査請求人の○○○○○契約の相手方であった○○○○○（以下「○○○○○」

という。）に対し処分庁を通じて確認した結果、○○○○○から、本件入金５は、

審査請求人が○○○○○○○○○○するに伴い、同人と○○○○○契約を締結し

年 月 日 審 議 経 過 

令和６年 ９月 ５日 

令和６年１０月２１日 

令和６年１２月２３日 

令和７年 １月２９日 

諮問 

審議（第２２回第２部会） 

審議（第２４回第２部会） 

審議（第２５回第２部会） 
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た際に徴収した保証金○○○○○円から、同人の○○料金の未納分（令和○年○

○月○○分○○○○○円及び令和○年○○月○○分○○○○○円）を精算した上

で、その残額を同人に返金したものである旨の回答があった。 

 

第８ 審査会の判断の理由 

当審査会は、審理員意見書及び事件記録に基づき本件審査請求について検討し

た結果、次のとおり判断する。 

１ 法の規定等 

⑴ 法 

ア 法第４条は、保護の補足性について、次のとおり規定している。 

  「第４条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その

他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用するこ

とを要件として行われる 

２及び３ 略                          」 

イ 法第８条は、基準及び程度の原則について、次のとおり規定している。 

「第８条 保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の

需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのでき

ない不足分を補う程度において行うものとする。 

２ 略                             」   

ウ 法第２５条は、職権による保護の開始及び変更について、次のとおり規定

している。 

「第２５条 略 

２ 保護の実施機関は、常に、被保護者の生活状態を調査し、保護の変

更を必要とすると認めるときは、速やかに、職権をもつてその決定を

行い、書面をもつて、これを被保護者に通知しなければならない。前

条第四項の規定は、この場合に準用する。 

３ 略                             」   

エ 法第２９条は、資料の提供等について、次のとおり規定している。 

「第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは実

施又は第７７条若しくは第７８条の規定の施行のために必要があると

認めるときは、次の各号に掲げる者の当該各号に定める事項につき、

官公署、日本年金機構若しくは国民年金法（昭和３４年法律第１４１

号）第３条第２項に規定する共済組合等（次項において「共済組合等」
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という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、又

は銀行、信託会社、次の各号に掲げる者の雇主その他の関係人に、報

告を求めることができる。 

一 要保護者又は被保護者であつた者 氏名及び住所又は居所、資

産及び収入の状況、健康状態、他の保護の実施機関における保護

の決定及び実施の状況その他政令で定める事項（被保護者であつ

た者にあつては、氏名及び住所又は居所、健康状態並びに他の保

護の実施機関における保護の決定及び実施の状況を除き、保護を

受けていた期間における事項に限る。） 

二 前号に掲げる者の扶養義務者 氏名及び住所又は居所、資産及

び収入の状況その他政令で定める事項（被保護者であつた者の扶

養義務者にあつては、氏名及び住所又は居所を除き、当該被保護

者であつた者が保護を受けていた期間における事項に限る。） 

２ 略                             」   

オ 法第６１条は、届出の義務について、次のとおり規定している。 

「第６１条 被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動があ

つたとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動があつたときは、す

みやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にその旨を届け出なけれ

ばならない。                         」   

カ 法第７８条は、費用等の徴収について、次のとおり規定している。 

「第７８条 不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又は他人を

して受けさせた者があるときは、保護費を支弁した都道府県又は市町

村の長は、その費用の額の全部又は一部を、その者から徴収するほか、

その徴収する額に１００分の４０を乗じて得た額以下の金額を徴収す

ることができる。 

２から４まで 略                        」   

⑵ 費用返還等取扱通知 

費用返還等取扱通知の３は、法第７８条に基づく費用徴収決定について、

次のとおり定めている。 

「３ 法第７８条に基づく費用徴収決定について 

法第６３条は、本来、資力はあるが、これが直ちに最低生活のため

に活用できない事情にある要保護者に対して保護を行い、資力が換金さ

れるなど最低生活に充当できるようになった段階で既に支給した保護金
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品との調整を図るために、当該被保護者に返還を求めるものであり、被

保護者の作為又は不作為により保護の実施機関が錯誤に陥ったため扶助

費の不当な支給が行われた場合に適用される条項ではない。 

被保護者に不当に受給しようとする意思がなかったことが立証され

る場合で、保護の実施機関への届出又は申告をすみやかに行わなかった

ことについてやむを得ない理由が認められるときや、保護の実施機関及

び被保護者が予想しなかったような収入があったことが事後になって判

明したとき等は法第６３条の適用が妥当であるが、法第７８条の条項を

適用する際の基準は次に掲げるものとし、当該基準に該当すると判断さ

れる場合は、法第７８条に基づく費用徴収決定をすみやかに行うこと。 

① 保護の実施機関が被保護者に対し、届出又は申告について口頭又は

文書による指示をしたにもかかわらず被保護者がこれに応じなかっ

たとき 

② 届出又は申告に当たり明らかに作為を加えたとき 

③ 届出又は申告に当たり特段の作為を加えない場合でも、保護の実施

機関又はその職員が届出又は申告の内容等の不審について説明等を

求めたにもかかわらずこれに応じず、又は虚偽の説明を行ったよう

なとき 

④ 課税調査等により、当該被保護者が提出した収入申告書が虚偽であ

ることが判明したとき 

⑴及び⑵ 略                          」  

 

２ 本件処分について 

⑴ 本件各入金を収入に該当するとしたことについて 

ア 法第６１条は、「被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動

があつたとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動があつたときは、す

みやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にその旨を届け出なければな

らない。」と規定し、収入に変動があったときの被保護者の届出義務を定

めている。 

イ そして、「生活保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力

その他あらゆるものを活用することを要件とし、その者の金銭又は物品で

満たすことのできない不足分を補う程度において行われるものであるから

（法４条１項、８条１項）、保護実施の有無の判断に当たり認定すべき収
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入は、被保護者が最低限度の生活を維持するために活用することができる

一切の財産的価値を有するものを含むものと解すべきである。そうすると、

被保護者が保護受給中に借入れをした場合、社会通念上収入として認定す

ることが不相当と認められる場合を除き、収入認定の対象とすべきであ

る。」（福岡地方裁判所平成２１年３月１７日判決（平成１７年（行ウ）

第５号））とされている。 

また、「特定の個人名義の預貯金口座にされた入金は、その個人に宛て

てされたものであり、その個人がこれを自らの資産として活用し得るのが

通常であるから、これに反する特段の事情がない限り、当該入金は、その

個人の収入に当たると解するのが相当である。」（さいたま地方裁判所平

成２８年９月２１日判決（平成２６年（行ウ）第５５号））とされている。 

ウ 処分庁の職員が審査請求人に対して借用書等の提示を求めたがその提示が

なかった。また、審査請求人が主張する支払い過ぎた○○代の還付金につ

いて、審理員から審査請求人に対し、資料の提出を促し、及び○○○○○

の会社名等に関する質問をしたが、審査請求人から応答がなかった。 

なお、審査請求人が主張する支払い過ぎた○○代の還付金について、当

審査会において調査をした結果、本件入金５は、審査請求人が生活保護受

給開始前に○○○○○契約の相手方に支払った○○○○○契約に係る保証

金が、○○料金の未納分が精算された上で、同人に返金されたものである

ことを確認した（上記第７の２）。 

エ そうすると、本件において前掲福岡地方裁判所判決にいう「社会通念上収

入として認定することが不相当と認められる場合」や前掲さいたま地方裁

判所判決にいう「特段の事情」があるということはできない。よって、本

件各入金は、審査請求人の口座に入った時点で審査請求人の活用可能な資

産が増加しており、収入認定の対象となるものであることから、法第６１

条の規定により届出又は申告すべき収入に該当する。 

オ 審査請求人は、本件入金１及び本件入金６は借入金であり、借入金は負債

に当たるから収入とみなされるのはおかしいと主張する。 

しかし、「上記入金が借入金であったとしても、当該借入れによって被

保護者である原告の最低限度の生活を維持するために活用可能な資産が増

加していることは明らかであるから、保護の補足性（法４条１項）の観点

から、これを収入として取り扱わないことは不合理な結果を招来するもの

というほかはない。」（前掲さいたま地方裁判所判決）とされていること
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からも、処分庁の判断は借入金を収入と判断した点では正当である。 

また、審査請求人が保護の開始申請の面談の際に交付を受けた「生活保

護の手引き」には「金融機関や知人等からお金を借りた場合、借りたお金

は全額を収入として認定することになり、生活保護費を減額調整（額によ

っては生活保護停止又は廃止）することになります。」と記載されており、

審査請求人は、法第６１条の規定に基づく収入申告の義務がある旨が記載

された確認書に署名している。 

そうすると、審査請求人は、保護の決定及び実施に当たり借金が収入と

して取り扱われること、並びに何らかの収入があった場合には申告しなけ

ればならないことを、保護の開始の申請時から認識していたものと認めら

れ、審査請求人の主張は失当である。 

カ 審査請求人は、本件入金５について支払い過ぎた○○代が返却されたもの

であり収入とみなされるのはおかしい旨を主張するが、たとえ過払金とし

て後日還付を受けた金銭であっても、それを受けた時点で審査請求人の利

用可能な資産が増加することは明らかである。また、「生活保護の手引き」

には届出（申告）が必要な収入として「債務整理による過払金収入」が記

載されており、かつ、「上記は一例で、あらゆる収入の申告が必要です。」

と明記されていることから、上記オと同様に、審査請求人の主張には理由

がない。 

⑵ 法第７８条第１項の「不実の申請その他不正な手段」の該当性について（本

件入金１から本件入金５まで） 

ア 「保護の実施機関は、保護の適正な運営を図るため、常に、被保護者の生

活状況を調査しなければならないが（生活保護法２５条２項）、上記実施

機関の調査のみでは、被保護者の生活状況を正確に把握することは困難で

あるので、同法６１条は、被保護者が、収入、支出その他生計の状況につ

いて変動があったとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動があったと

きは、速やかに、保護の実施機関等にその旨を届け出なければならないと

し、被保護者に上記事項の届出義務を課して保護の円滑な実施を図るとと

もに、同法７８条は、不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又

は他人をして受けさせた者があるときは保護費を支弁した都道府県又は市

町村の長は、その費用の全部又は一部を、その者から徴収することができ

るとしている。上記各規定の趣旨に照らすならば、同法７８条にいう『不

実の申請その他不正な手段』とは、積極的に虚偽の事実を申告することの
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みならず、消極的に本来申告すべき事実を隠匿することも含まれると解す

るのが相当である。」（札幌地方裁判所平成２０年２月４日判決（平成１

８年（行ウ）第１０号））とされている。 

イ また、法第７８条第１項の規定は、「不実の申請その他不正な手段により

保護を受け、又は他人をして受けさせた者」に対して適用される規定であ

るところ、同項を適用する際の基準として、費用返還等取扱通知において、

(ｱ)「保護の実施機関が被保護者に対し、届出又は申告について口頭又は文

書による指示をしたにもかかわらず被保護者がこれに応じなかったとき」、

(ｲ)「届出又は申告に当たり明らかに作為を加えたとき」、(ｳ)「届出又は

申告に当たり特段の作為を加えない場合でも、保護の実施機関又はその職

員が届出又は申告の内容等の不審について説明等を求めたにもかかわらず

これに応じず、又は虚偽の説明を行ったようなとき」及び(ｴ)「課税調査等

により、当該被保護者が提出した収入申告書が虚偽であることが判明した

とき」が掲げられている。 

  なお、法第７８条第１項の規定を適用する際の基準について定める費用返

還等取扱通知の内容に、不合理な点は見当たらない。 

ウ これを本件についてみると、上記第８の２⑴オで述べたとおり、審査請求

人は、処分庁の職員から収入の届出又は申告の義務について記載された

「生活保護の手引き」の交付を受け、収入の申告義務について理解したこ

とを示す確認書に署名し、処分庁に提出していることから、保護の受給期

間中に借入金等を含め何らかの収入があった場合には処分庁に申告しなけ

ればならない義務があることを知っていたと認められる。 

エ そして、本件入金１は、法第２９条第１項の規定に基づく調査によって処

分庁が知るところとなり、令和○年○○月○○日に提出された同月○○日

付けの収入申告書に記載されておらず、同年○○月○○日に提出された同

月○○日付けの資産申告書や収入申告書にも記載されていなかったのであ

るから、「課税調査等により、当該被保護者が提出した収入申告書が虚偽

であることが判明したとき」（費用返還等取扱通知の３④）に該当する。 

また、令和○年○○月○○日に、処分庁の職員が審査請求人に対して、

申告漏れの収入がないか確認したところ、審査請求人は「ない」と答えた

後に処分庁から追及を受けて本件入金１は借金である旨を答えた経緯から

すると、「届出又は申告に当たり特段の作為を加えない場合でも、保護の

実施機関又はその職員が届出又は申告の内容等の不審について説明等を求
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めたにもかかわらずこれに応じず、又は虚偽の説明を行ったようなとき」

（費用返還等取扱通知の３③）にも該当する。 

以上に加え、法第７８条第１項の「不実の申請その他不正な手段」とは

積極的に虚偽の事実を申告することのみならず、消極的に本来申告すべき

事実を隠匿することも含まれると解される（上記第８の２⑵アの札幌地方

裁判所判決参照）ことも考慮すれば、審査請求人は本件入金１について

「不正な手段」（法第７８条第１項）により保護を受けたと処分庁が判断

したことに違法又は不当な点はない。 

オ 次に、本件入金２から本件入金５までの各入金についても、令和○年○○

月○○日に提出された同月○○日付けの収入申告書に記載されていなかっ

たところ、法第２９条第１項の規定に基づく調査によって処分庁が知ると

ころとなったのであるから、「課税調査等により、当該被保護者が提出し

た収入申告書が虚偽であることが判明したとき」（費用返還等取扱通知の

３④）に該当する。 

以上に加え、法第７８条第１項の「不実の申請その他不正な手段」とは

積極的に虚偽の事実を申告することのみならず、消極的に本来申告すべき

事実を隠匿することも含まれると解される（上記第８の２⑵アの札幌地方

裁判所判決参照）ことも考慮すれば、本件入金２から本件入金５までの各

入金について、審査請求人は「不正な手段」（法第７８条第１項）により

保護を受けたと処分庁が判断したことに違法又は不当な点はない。 

カ なお、令和○年○○月○○日に提出された同月○○日付けの資産申告書に

添付された通帳の写しには、本件入金２から本件入金５までの各入金の記

載があるところ、同月○○日に処分庁の職員からの確認に対し審査請求人

は申告漏れがない旨の回答をしている。 

そうすると、審査請求人は、資産申告書に通帳の写しを添付した形であ

るものの処分庁に申告したことを前提に、本件入金２から本件入金５まで

の各入金について申告漏れはない旨の回答をした可能性を否定することは

できない。 

よって、本件入金２から本件入金５までの各入金について申告漏れはな

い旨の回答に虚偽があったとはいい切れないから、「届出又は申告に当た

り特段の作為を加えない場合でも、保護の実施機関又はその職員が届出又

は申告の内容等の不審について説明等を求めたにもかかわらずこれに応じ

ず、又は虚偽の説明を行ったようなとき」（費用返還等取扱通知の３③）
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に該当すると断じることができない。 

⑶ 法第７８条第１項の「不実の申請その他不正な手段」の該当性について（本

件入金６） 

ア 本件入金６について検討するに、資産申告書に添付された通帳の写しには

本件入金６の記載があることから、上記第８の２⑵カで述べたことと同様

に、本件入金６について「届出又は申告に当たり特段の作為を加えない場

合でも、保護の実施機関又はその職員が届出又は申告の内容等の不審につ

いて説明等を求めたにもかかわらずこれに応じず、又は虚偽の説明を行っ

たようなとき」（費用返還等取扱通知の３③）に該当すると断じることが

できない。 

イ また、本件入金６については、法第２９条第１項の規定に基づく調査に対

する銀行からの回答書に記載はなく、審査請求人が提出した資産申告書に

添付された通帳の写しによって処分庁が知るところとなったのであるから、

「課税調査等により、当該被保護者が提出した収入申告書が虚偽であるこ

とが判明したとき」（費用返還等取扱通知の３④）に該当しない。 

ウ このほか、本件入金６が「保護の実施機関が被保護者に対し、届出又は申

告について口頭又は文書による指示をしたにもかかわらず被保護者がこれ

に応じなかったとき」（費用返還等取扱通知の３①）又は「届出又は申告

に当たり明らかに作為を加えたとき」（費用返還等取扱通知の３②）に該

当する事実も見当たらない（なお、「保護の実施機関が被保護者に対し、

届出又は申告について口頭又は文書による指示をしたにもかかわらず被保

護者がこれに応じなかったとき」（費用返還等取扱通知の３①）の基準に

該当するのは、収入の申告について、個別具体的に処分庁から口頭又は文

書による指示があったにもかかわらず、なお被保護者が収入申告をしなか

った場合であって、保護の開始の申請時に処分庁から生活保護受給中の収

入について申告義務があるとの説明を受け、被保護者が確認書に署名をし

たに過ぎない場合に直ちに該当するものではない（令和元年１０月１７日

東京都行政不服審査会答申参照）。）。 

エ よって、本件入金６については、「法第７８条の条項を適用する際の基準」

（費用返還等取扱通知の３①から④まで）のいずれにも該当せず、かつ、

「消極的に本来申告すべき事実を隠匿」（上記第８の２⑵アの札幌地方裁

判所判決）したともいえないから、法第７８条第１項の「不実の申請その

他不正な手段」により保護を受けたとはいえず、本件処分のうち本件入金



 
 

- 12 - 

６に係る部分は要件を欠き違法である。 

⑷ 費用徴収の額について 

ア 法第７８条第１項の規定による費用徴収の額は、申告されなかった収入を

正しく認定したとして得られる保護費と支給済みの保護費（医療扶助を含

む。）との差額を月々計算した上で、当該差額を合算して算定される。ま

た、ある月の支給済みの保護費（医療扶助を含む。）に対してその月の収

入額が上回る場合には、当該上回る額は翌月の繰越額として算定される

（大山典宏編著「精選 生活保護運用実例集」（第一法規株式会社、令和

５年）８６２頁参照）。 

イ 処分庁が作成した「生活保護法第７８条に基づく費用徴収額積算書」によ

れば、令和○年○○月分の支給済み保護費が○○○○○円と記載されてい

るが、同月○○日付け○○県第○○○○号で住宅扶助（敷金）として支給

した○○○○○円が算入されていない。同じく、同年○○月分の支給済み

保護費が○○○○○円と記載されているが、同月○○日付け○○県第○○

○○号で生活扶助（移送費）として現物支給した○○○○○円及び住宅扶

助（家賃）として支給した○○○○○円の合計額○○○○○円が算入され

ていない。 

そもそも、「生活保護法第７８条に基づく費用徴収額積算書」において

医療扶助に係る保護費が算入されていない。 

以上のとおり、処分庁の行った支給済み保護費の算定には誤りがある。 

ウ そこで、令和○年○○月から同年○○月までの間において審査請求人に支

給された保護費は別表１のとおりであり、法第７８条第１項の規定による

費用徴収の対象となる収入は本件入金１から本件入金５までの各入金であ

る（上記第８の２⑴から⑶まで参照）から、これらを上記第８の２⑷アに

記載の算定方法により計算した結果、不正受給額は別表２のとおり○○○

○○円となり、これが法第７８条第１項の規定による費用徴収の対象とな

るものである。 

⑸ 本件処分について 

本件処分に係る通知文書には費用徴収額が○○○○○円と記載されている

ところ、上記第８の２⑶で述べたとおり、本件入金６の○○○○○円を費用徴

収の対象とすることはできないから、本件処分のうち費用徴収額の○○○○○

円から○○○○○円を差し引いた額（○○○○○円）を超える部分は、違法で

あるといわざるを得ない。 
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３ 結論 

以上のとおり、当審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令解釈

を含めた審査庁の判断の妥当性を審査した結果、審理手続、事実認定並びに法令

の解釈及び適用のいずれについても適正に行われているものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った部会の名称及び委員の氏名） 

岐阜県行政不服審査会 第２部会 

部会長 岩田尚之、委員 池田紀子、委員 三谷晋 
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別表１及び別表２ 

 （省略） 

 


